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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第80期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

      表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

      す。 

    ３ 第80期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるため記載してお

            りません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 33,057 28,913 25,766 64,395 55,602 

経常利益 (百万円) 2,321 1,951 1,155 4,745 3,306 

中間（当期）純利益

又は純損失（△） 
(百万円) 1,722 5,862 △1,604 3,175 6,196 

純資産額 (百万円) 60,548 66,357 62,092 62,158 66,850 

総資産額 (百万円) 99,297 102,799 93,956 99,052 102,800 

１株当たり純資産額 (円) 494.89 542.94 507.54 507.88 546.65 

１株当たり中間 

（当期）純利益又は

純損失（△） 

(円) 14.08 47.95 △13.11 25.45 50.17 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 13.42 44.96 ― 24.33 47.34 

自己資本比率 (％) 60.98 64.55 66.09 62.75 65.03 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,097 1,480 △6,870 2,327 3,887 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,596 13,482 6,799 2,610 12,335 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △11,657 △1,860 △3,132 △11,874 △2,288 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 29,634 42,763 40,397 29,665 43,599 

従業員数 (名) 1,894 1,536 1,350 1,838 1,527 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第80期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

      表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

      す。 

    ３ 第80期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるため記載してお

      りません。 

    ４ 第79期の１株当たり配当額25円には、特別配当10円を含んでおります。 

    ５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 30,121 25,808 22,378 58,436 49,766 

経常利益 (百万円) 2,306 1,907 1,374 4,821 3,531 

中間（当期）純利益

又は純損失（△） 
(百万円) 1,552 5,438 △503 3,127 4,255 

資本金 (百万円) 10,162 10,162 10,162 10,162 10,162 

発行済株式総数 (千株) 122,947 122,947 122,947 122,947 122,947 

純資産額 (百万円) 62,902 68,106 63,171 64,500 67,013 

総資産額 (百万円) 97,884 101,164 91,800 97,615 99,838 

１株当たり純資産額 (円) 513.17 556.22 516.35 526.08 547.05 

１株当たり中間 

（当期）純利益又は

純損失（△） 

(円) 12.66 44.41 △4.11 25.04 34.3 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 12.10 41.66 ― 23.94 32.57 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 15 25 

自己資本比率 (％) 64.26 67.32 68.81 66.08 67.12 

従業員数 (名) 1,568 1,246 1,072 1,515 1,248 



２【事業の内容】 

 平成18年９月30日現在では、当社グループは、当社、親会社、連結子会社及び非連結子会社で構成され、事業の種

類として医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」とこれに属さない「その他の分野」に区分しております。

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。 

 当中間連結会計期間中の異動につきましては、「医薬品分野」におきまして前連結会計年度まで持分法適用関連会

社でありました同仁医薬化工㈱は、当中間連結会計期間中に全株式を売却したため、持分法の適用から除外しており

ます。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間中の異動につきましては、前連結会計年度まで持分法適用関連会社でありました同仁医薬化工

㈱は、当中間連結会計期間中に全株式を売却したため、持分法の適用から除外しております。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が当中間連結会計期間において177名減少しておりますが、その主な理由は、平成18年７月15日付

のセカンドキャリア支援プログラムによるものであります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が当中間会計期間において176名減少しておりますが、その主な理由は、平成18年７月15日付のセ

カンドキャリア支援プログラムによるものであります。 

（3）労働組合の状況 

 労使関係について特記事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 従業員数（名） 

医薬品分野 1,343  

その他の分野 7  

合計 1,350  

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 1,072   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は概ね景気の回復が認められるなか、一般生活者の好況感とはまだギャップも

あり、消費低迷を起因とする同質化競争や店頭価格の下落が続き、さらに栄養機能食品等による侵食もあり、OTC

薬（一般用医薬品）市場は引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 特に当社が主力とするドリンク剤市場では消費の低迷と価格競争に加え夏場の天候不順など厳しい環境が続いて

おります。 

 このような状況のもとで、当社グループは積極的な販売活動と財務体質の強化のため業務のスリム化・効率化の

一環として当中間期にセカンドキャリア支援プログラムと富山工場の分割・譲渡を推し進めてまいりました。この

結果、当中間期の業績は、連結売上高は257億６千６百万円（前年同期比10.9％減）、経常利益は11億５千５百万

円（前年同期比40.8％減）、中間純利益はセカンドキャリア支援プログラムの退職加算金の計上もあり、16億４百

万円の損失となりました。 

 当社グループの売上高は、医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」と、不動産賃貸業務、広告代理業務

等を行う「その他の分野」の２つに分類されます。 

 「医薬品分野」の内、当社の主力でありますコンシューマーへルスケア部門の売上状況につきましては、本年５

月に、解熱鎮痛剤「イブクイック頭痛薬」を発売し「イブ」群のラインナップを強化した結果、「イブ」群の売上

高は、前年同期を上回ることができました。 

 一方、滋養強壮剤「エスカップ」群は夏場の天候不順等による市場全体の不振や価格競争の激化もあり減少、

「ハイチオールＣ」群もシェア拡大はしたものの市場の減少により売上高が減少しました。 

 また、製造受託品は医療用医薬品事業の分割・譲渡に伴う初期出荷がありました前年同期に比べ大幅に減少しま

した。 

 この結果、当社グループの「医薬品分野」の売上高は257億５千７百万円（前年同期比10.9％減）、「その他の

分野」の売上高は９百万円（前年同期比28.6％増）となりました。 

 セグメントの状況につきましては、当中間期の所在地別売上高は、日本223億８千８百万円（前年同期比13.3％

減）、ドイツ29億４百万円（前年同期比10.5％増）、その他の地域４億７千４百万円（前年同期比0.9％増）とな

りました。 

   （注） 「事業の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、68億７千万円減（前年同期比83億５千万円減）となりました。主な内訳

は、退職加算金等支払額34億４百万円、法人税等の支払による支出27億８千７百万円等であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、67億９千９百万円（前年同期比66億８千３百万円減）となりました。主

な内訳は、旧本社譲渡による収入59億７千１百万円、富山工場事業譲渡による収入18億９千３百万円、固定資産の

取得による支出14億６千４百万円等であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、31億３千２百万円減（前年同期比12億７千２百万円減）となりました。

主な内訳は、配当金の支払額30億５千９百万円等であります。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、403億９千７百万円（前年同期比23億６千５百万円

減）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 （注） 金額は売価換算によっております。 

（2）受注生産の状況 

（3）販売実績 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載については、当該割合が100分の

     10未満につき記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

  当社グループは「全ての人々の健康を願い、限りない探求と挑戦を続け、信頼され、親しまれるヘルスケアの担い

手を目指す」ことを経営理念とし、ＯＴＣ薬（一般用医薬品）を中心とするコンシューマーヘルスケア関連事業（一

般用医薬品、医薬部外品等のヘルスケア関連商品分野）に経営資源を集中投下し、生活者目線からの優れた製品の開

発と供給を通じて顧客満足度を高め、企業価値の最大化を目指してまいります。 

 当社グループは一般生活者の方及びお取引先様に対して、顧客の期待以上のアウトプットを行なうことを目標に揚

げ、その到達点を「ＯＴＣのチャンピオン」と称し、これを目指して経営改革を進めております。 

 依然として続くＯＴＣ薬市場の消費低迷の中において、シェア獲得競争はますます激しさを増しており、メーカー

及び小売企業間では生き残りをかけた業界再編が進展するとともに、メーカーへの価格引き下げ圧力は更に強まるな

ど、経営環境の厳しさは当面続くと考えます。 

 しかしながら、高齢化社会の進展とセルフメディケーションという言葉に集約される生活者の健康への関心の高ま

り、更に本年５月の通常国会で可決された薬事法改正に伴うＯＴＣ薬流通経路の大きな変革が予想されることなどを

勘案すれば、ヘルスケア関連市場は今後の拡大が期待できます。 

 このような市場動向に対応すべく、コンシューマーへルスケア事業への選択と集中、子会社や遊休不動産等の清

算・売却、営業生産性の向上など、財務体質の強化を進めているところです。 

 今後は、一連の諸施策から生まれた資源をブランド戦略や新製品の開発などの成長戦略に積極的に投資したいと考

えております。 

 すなわち、生活者から選んでいただける魅力的な製品の育成や創出を意図したブランドの構築や差別化のできる新

製品の開発に取組んでまいります。 

 流通チャネル面では、主要量販店との連携を深めるための資源の最適投下をおこない、且つ地域密着型の一般店に

相応するサポートを実施してまいります。 

 また、それに沿うべく営業スキル面では、店頭消化策を意識したフィールドマーケティングの強化や営業員コンピ

テンシーの改善にも取り組んでまいります。 

 新製品の開発に際しては、当社の開発能力の高さと女性向け製品の豊富さを基礎にして、従来のＯＴＣ薬の治療・

保健薬的な役割から、生活改善薬的な範疇までカバーすべくＯＴＣ薬の範囲を拡大してまいりたいと考えます。 

 また、スイッチＯＴＣ薬のみならず、生活者の中でも特に女性の目線を意識した「インナービューティー＆ヘル

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品分野 23,185 △17.6 

その他の分野 ― ― 

合計 23,185 △17.6 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品分野 3,207 △22.0 1,181 22.6 

その他の分野 ― ― ― ― 

合計 3,207 △22.0 1,181 22.6 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品分野 25,757 △10.9 

その他の分野 9 28.6 

合計 25,766 △10.9 



ス」というコンセプトを掲げ、インナービューティー及びビューティフルエイジング関連製品の開発にも注力してま

いります。 

 量的拡大やシェア拡大による収益性の向上といった旧来の図式は大きく再検討を迫られ、量から質への経営の転換

が厳しく求められております。この様な状況のなか当社は財務体質の改善をしつつ将来に向けての成長性を確保すべ

く業務全般を見直し、従来の枠組みに囚われない効率の良い仕組み作りと業務のスリム化に取り組むための中期経営

目標の検討を行なっております。 

 加えて、法制化され上場会社に義務付けられた「財務報告に係る内部統制の評価及び報告」を効率的かつ的確に遂

行することを目的とし、現在、社内プロジェクトを立ち上げ平成20年３月期までに統制活動の整備、文書化及び有効

性評価に基づく改善を完了するよう、内部統制システムの構築に取り組んでおります。 

４【経営上の重要な契約等】 

    当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は以下のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 当社グループにおいて、研究開発活動は、当社が主として行っています。当社の研究開発活動については、以下の

とおりであります。 

 より健康でありたい、より心身共に快適でありたい、いつまでも美しくありたいという生活者ニーズは、高齢化社

会を迎えますます強まるものと思われます。 

 このたび当社中央研究所を、人々の生活を科学し、イノベイティブな新製品開発体制のコアセンターとするべく、

名称を「ライフ サイエンス インスティチュート（ＬＳＩ）」と改めました。これは単なる名称の変更にとどまら

ず、研究機能の一新となる更なる活性化を目的としています。 

 より研究開発力を向上するための体制として、取り組む分野を、従来の一般用医薬品である「治療薬・保健薬」

と、その機能を拡大した「予防薬・生活改善薬」の両分野に加え、主に女性にフォーカスした新たな取り組みとし

て、加齢症状に関する「ビューティフルエイジング」、及び、美容的医薬品（美薬品）として「インナービューティ

ー」の４つのカテゴリーに分類し、市場創造型の新製品・リニューアル品の開発と、スイッチＯＴＣ薬、新効能、新

剤型薬等の開発に積極的に取り組んでまいります。  

 なお、当中間期の研究開発費は11億４千万円となっております。 

契約会社名 相手先 国名 契約内容 
譲渡価格 
（百万円） 

締結年月 

エスエス製薬㈱ 
ワイビー浜町開発 

特定目的会社 
日本 

旧本社土地 

・建物の売却 
6,000 平成18年５月 

エスエス製薬㈱ シミック㈱ 日本 
富山工場の 

分割・譲渡 
2,200 平成18年５月 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間に以下の設備について売却等を行っております。 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、「工具器具及び備品」であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並び

に重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

区分 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

エスエス製薬㈱ 
旧本社 

（東京都中央区） 
医薬品分野 

土地・事務所

用建物等売却
292 － 

4,429 

(1)
－ 4,722 － 

エスエス製薬㈱ 
富山工場 

（富山県射水市） 
医薬品分野 

医薬品製造事

業分割・譲渡
763 420 

938 

(92)
44 2,167 35 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在発行数の欄には、平成18年12月１日から当半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換社債

の権利行使を含む。）により発行された株式数は、含まれておりません。 

（2）【新株予約権等の状況】 

 旧転換社債等に関する事項は、次のとおりであります。 

 第５回無担保転換社債（平成６年３月３日発行） 

（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 

（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年12月27日）

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 122,947,364 122,947,364 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式 

計 122,947,364 122,947,364 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

転換社債の残高（百万円） 9,629 9,629 

転換価格（円） 1,062.70 1,062.70 

資本組入額（円） 532 532 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
― 122,947,364 ― 10,162 ― 13,698 



（4）【大株主の状況】 

 （注） 日本マスタートラスト信託銀行㈱（退職給付信託口・川田工業㈱口）の持株数1,101千株は、川田工業㈱が 

同行に委託した退職給付信託財産であり、その議決権行使の指図権は川田工業㈱が留保しております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本ベーリンガーインゲル 

ハイム㈱ 
兵庫県川西市矢問３－10－１ 70,444 57.29 

泰道リビング㈱ 東京都中央区日本橋浜町１－４－15 3,020 2.45 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 2,439 1.98 

日本マスタートラスト 

信託銀行㈱（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 1,883 1.53 

エスエス従業員持株会 東京都港区赤坂４－２－６ 1,107 0.90 

日本マスタートラスト 

信託銀行㈱（退職給付信託口・

川田工業㈱口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,101 0.89 

全兎会 東京都港区赤坂４－２－６ 1,008 0.82 

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３－７－３ 809 0.65 

エスエス製薬㈱ 東京都中央区日本橋浜町２－12－４ 605 0.49 

白兎会 東京都港区赤坂４－２－６ 557 0.45 

計 ― 82,977 67.48 



（5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ  

12,000株（議決権12個）及び100株含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

― 
株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式   普通株式 605,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 
119,521,000 119,521 同上 

単元未満株式 普通株式 2,821,364 ― 同上 

発行済株式総数 122,947,364 ― ― 

総株主の議決権 ― 119,521 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合 
（％） 

（自己保有株式） 

エスエス製薬株式会社 

東京都中央区日本橋 

浜町２－12－４ 
605,000 ― 605,000 0.49 

計 ― 605,000 ― 605,000 0.49 

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 928 858 704 710 699 671 

最低（円） 867 699 611 655 651 625 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長兼最高経営責任者 
代表取締役社長兼最高経営責任者 

（マーケティング本部長） 
羽 鳥 成一郎 

平成18年７月１日 

代表取締役社長兼最高経営責任者 

（人事総務本部担当） 
代表取締役社長兼最高経営責任者 平成18年10月１日 

専務取締役 

（経営推進本部長兼物流本部担当） 

専務取締役 

（経営推進本部長）  
野 村 康 則 

平成18年７月１日 

取締役 
専務取締役 

（経営推進本部長兼物流本部担当） 
平成18年10月１日 

専務取締役 

（研究開発本部長兼生産本部担当兼 

信頼性保証本部担当） 

専務取締役 

（研究開発本部長兼信頼性保証本部

長） 
北  史 男 

平成18年７月１日 

専務取締役 

（研究開発本部長兼生産本部担当兼 

物流本部担当兼信頼性保証本部担当） 

専務取締役 

（研究開発本部長兼生産本部担当兼 

信頼性保証本部担当） 

平成18年10月１日 

取締役 

（財務管理本部長） 

取締役 

（財務管理本部長兼事業戦略部長） 
吉 松 加 雄 平成18年７月１日 

取締役 

（監査室担当） 

取締役 

（生産物流本部長） 
市 来 教 裕 平成18年７月１日 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては、あらた監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  あらた監査法人 

 中央青山監査法人は平成18年９月１日をもって、法人名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１ 現金及び預金     34,794 26,636   28,632 

２ 受取手形及び売掛金 ※３   15,401 14,404   14,107 

３ 有価証券     7,998 13,791   14,997 

４ たな卸資産     5,301 5,170   5,215 

５ 繰延税金資産     1,154 2,501   1,036 

６ その他     1,047 934   1,336 

貸倒引当金     △163 △155   △172 

（流動資産合計）     65,535 63.8 63,282 67.4   65,154 63.4

Ⅱ 固定資産            

（1）有形固定資産 
※１ 
※２          

１ 建物及び構築物     12,919 11,617   13,021 

２ 機械装置及び運搬具     4,005 3,175   3,871 

３ 土地     10,484 3,850   9,214 

４ その他     2,391 2,387   2,386 

（有形固定資産合計）     29,800 21,030   28,494 

（2）無形固定資産     825 699   639 

（3）投資その他の資産            

１ 投資有価証券     2,851 5,797   4,536 

２ 繰延税金資産     2,862 2,125   3,020 

３ その他     987 1,106   1,028 

貸倒引当金     △63 △84   △73 

（投資その他の資産合計）     6,637 8,944   8,512 

（固定資産合計）     37,263 36.2 30,674 32.6   37,646 36.6

資産合計     102,799 100.0 93,956 100.0   102,800 100.0 

             
 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１ 支払手形及び買掛金     5,117 4,017   4,341 

２ 短期借入金 ※２   1,287 1,184   1,061 

３ 未払費用     ― 4,774   4,874 

４ 未払法人税等     3,219 57   2,900 

５ 賞与引当金     1,684 1,423   1,426 

６ 返品調整引当金     752 724   694 

７ その他     5,288 3,444   1,493 

（流動負債合計）     17,350 16.9 15,626 16.6   16,792 16.3

Ⅱ 固定負債            

１ 転換社債     9,629 9,629   9,629 

２ 長期借入金 ※２   1,295 1,201   1,252 

３ 退職給付引当金     7,999 5,213   8,098 

４ 役員退職引当金     141 187   162 

５ その他     23 5   14 

（固定負債合計）     19,088 18.5 16,237 17.3   19,156 18.7

負債合計     36,438 35.4 31,864 33.9   35,949 35.0

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）            

少数株主持分     2 0.0 ― ―   0 0.0

             

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     10,162 9.9 ― ―   10,162 9.9

Ⅱ 資本剰余金     13,704 13.3 ― ―   13,704 13.3

Ⅲ 利益剰余金     42,710 41.6 ― ―   43,045 41.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金     325 0.3 ― ―   457 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定     △50 △0.0 ― ―   17 0.0

Ⅵ 自己株式     △495 △0.5 ― ―   △536 △0.5

資本合計     66,357 64.6 ― ―   66,850 65.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    102,799 100.0 ― ―   102,800 100.0 

          

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金    ― ―  10,162 10.8  ― ― 

２ 資本剰余金    ― ―  13,704 14.6  ― ― 

３ 利益剰余金    ― ―  38,325 40.8  ― ― 

４ 自己株式    ― ―  △460 △0.5  ― ― 

（株主資本合計）    ― ―  61,731 65.7  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等            

１ その他有価証券評価 
差額金 

   ― ―  275 0.3  ― ― 

２ 為替換算調整勘定    ― ―  85 0.1  ― ― 

（評価・換算差額等合計）    ― ―  360 0.4  ― ― 

Ⅲ 少数株主持分    ― ―  0 0.0  ― ― 

純資産合計    ― ―  62,092 66.1  ― ― 

負債純資産合計    ― ―  93,956 100.0  ― ― 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    28,913 100.0  25,766 100.0  55,602 100.0 

Ⅱ 売上原価    10,029 34.7  8,926 34.6  19,318 34.7

売上総利益    18,883 65.3  16,840 65.4  36,283 65.3

返品調整引当金繰入額    214 0.7  30 0.2  156 0.3

差引売上総利益    18,669 64.6  16,810 65.2  36,127 65.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費            

１ 広告宣伝費   2,645   2,663   5,255   

２ 貸倒引当金繰入額   64   5   105   

３ 給料・賞与・手当   3,028   2,917   7,391   

４ 賞与引当金繰入額   1,363   1,178   1,159   

５ 退職給付引当金繰入額   594   317   1,189   

６ 役員退職引当金繰入額   46   24   67   

７ 研究開発費   1,081   1,140   2,350   

８ その他   7,771 16,595 57.4 7,435 15,685 60.8 15,258 32,777 59.0

営業利益     2,073 7.2 1,125 4.4   3,349 6.0 

Ⅳ 営業外収益            

１ 受取利息   11   44   38   

２ 受取配当金   13   19   20   

３ 持分法による投資利益   32   ―   85   

４ 為替差益   ―   68   31   

５ 賃貸料収入   14   ―   ―   

６ その他   65 137 0.5 66 198 0.8 186 363 0.6

Ⅴ 営業外費用            

１ 支払利息   147   144   293   

２ たな卸資産評価損   56   ―   63   

３ 為替差損   32   ―   ―   

４ その他   23 259 0.9 23 168 0.7 49 406 0.7

経常利益     1,951 6.8 1,155 4.5   3,306 5.9

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益            

１ 旧本社譲渡益   ―   1,249   ―   

２ 関係会社株式売却益   ―   104   ―   

３ 富山工場事業譲渡益   ―   17   ―   

４ 医療用医薬品事業 
譲渡益 

  7,739   ―   7,409   

５ その他   8 7,748 26.8 82 1,453 5.7 193 7,603 13.7

           

Ⅶ 特別損失            

１ 退職加算金等   ―   3,404   ―   

２ 過年度研究費   ―   882   ―   

３ 投資有価証券評価損   61   326   61   

４ 固定資産除却売却損   22   17   166   

５ 関係会社株式売却損   204   ―   204   

６ 連結調整勘定一時 
償却額 

  ―   ―   177   

７ 本社移転費用   ― 288 1.0 ― 4,631 18.0 175 785 1.4

税金等調整前中間 
（当期）純利益又は 
純損失（△） 

    9,411 32.6 △2,022 △7.8   10,124 18.2

法人税、住民税及び 
事業税 

  3,068   27  3,579   

法人税等調整額   481 3,549 12.3 △444 △417 △1.6 349 3,929 7.0

少数株主利益又は少数 
株主損失（△） 

    0 0.0 0 0.0   △1 △0.0

中間（当期）純利益 
又は純損失（△） 

    5,862 20.3 △1,604 △6.2   6,196 11.1

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    13,704 13,704 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   13,704 13,704 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    38,676 38,676 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間（当期）純利益   5,862 6,196   

２ 連結子会社減少に伴
う利益剰余金増加高 

  68 5,930 68 6,265 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金   1,837 1,837   

２ 役員賞与   59 1,896 59 1,896 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   42,710 43,045 

       



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

10,162 13,704 43,045 △536 66,375 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注） （百万円）      △3,059   △3,059 

役員賞与（注） （百万円）      △55   △55 

中間純損失 （百万円）      △1,604   △1,604 

自己株式の取得 （百万円）        △41 △41 

持分法適用関連会社除外による 

自己株式の減少 （百万円）  
      117 117 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △4,719 76 △4,643 

平成18年9月30日残高 
（百万円） 

10,162 13,704 38,325 △460 61,731 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

457 17 475 0 66,851 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注） （百万円）          △3,059 

役員賞与（注） （百万円）          △55 

中間純損失 （百万円）          △1,604 

自己株式の取得 （百万円）          △41 

持分法適用関連会社除外による 

自己株式の減少 （百万円）  
        117 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 
△182 67 △114 0 △114 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△182 67 △114 0 △4,758 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

275 85 360 0 62,092 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
     

税金等調整前中間（当期） 

純利益又は純損失（△） 
  9,411 △2,022 10,124 

減価償却費   1,342 1,331 2,778 

連結調整勘定償却額   119 ― 416 

退職給付引当金の増減額   67 △2,760 167 

受取利息及び受取配当金   △24 △64 △59 

支払利息   147 144 293 

持分法による投資損益   △32 ― △85 

固定資産売却益   ― ― △193 

固定資産除却売却損   9 10 166 

投資有価証券評価損   ― 326 61 

関係会社株式売却損益   204 △104 204 

退職加算金等   ― 3,404 ― 

過年度研究費    ― 882 ― 

旧本社譲渡益    ― △1,249 ― 

富山工場事業譲渡益   ― △17 ― 

医療用医薬品事業譲渡益   △7,739 ― △7,409 

本社移転費用   ― ― 175 

売上債権の増減額   △642 △246 701 

たな卸資産の増減額   △515 129 △374 

仕入債務の増減額   160 △366 △656 

役員賞与の支払額   △59 △55 △59 

その他   46 △9 △255 

小計   2,495 △665 5,996 

利息及び配当金の受取額   38 64 73 

利息の支払額   △79 △77 △293 

退職加算金等支払額   ― △3,404 ― 

本社移転費用支払額   ― ― △141 

法人税等の支払額   △973 △2,787 △1,746 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  1,480 △6,870 3,887 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
     

固定資産の取得による支出   △688 △1,464 △1,597 

固定資産の売却による収入   184 ― 1,643 

投資有価証券の取得による 

支出 
  △0 △506 △1,501 

持分法適用関連会社の売却に

よる収入 
  ― 1,001 ― 

投資有価証券の売却による 

収入 
  300 ― 400 

連結子会社の売却による収入   168 ― 168 

貸付による支出   △6 △1 △16 

貸付金の回収による収入   346 16 386 

旧本社譲渡による収入   ― 5,971 ― 

富山工場事業による収入   ― 1,893 ― 

医療用医薬品事業譲渡による 

収入 
  13,330 ― 13,129 

その他   △152 △111 △276 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  13,482 6,799 12,335 

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
     

短期借入金の増減額   112 76 △168 

長期借入による収入   0 ― 0 

長期借入金の返済による支出   △97 △107 △202 

自己株式の取得による支出   △38 △41 △80 

配当金の支払額   △1,837 △3,059 △1,837 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  △1,860 △3,132 △2,288 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

換算差額 
  △4 1 △1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   13,098 △3,202 13,934 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   29,665 43,599 29,665 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
  42,763 40,397 43,599 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関

する事項 

 ヌトリラン医薬販売GmbH、

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH、インコS.A.、インコ・

インターナショナル・ハンデ

ルスコントアGmbH、アーバン

エステート㈱、㈱コム・テッ

クの６社を連結の範囲に含め

ております。 

 海東エスエス製薬㈱は、当

中間連結会計期間中に株式を

売却し、子会社でなくなった

ため、当期首において連結対

象より除外しております。 

 ㈱エスエスプロモーション

アンドコンサルタント・カン

パニー他非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であり、中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりませんので、

連結の範囲から除外しており

ます。 

 ヌトリラン医薬販売GmbH、

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH、インコS.A.、インコ・

インターナショナル・ハンデ

ルスコントアGmbH、アーバン

エステート㈱、㈱コム・テッ

クの６社を連結の範囲に含め

ております。 

 ハンゼファルムGmbH & Co.

KG他非連結子会社は、いずれ

も小規模会社であり、中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりませんので、連結

の範囲から除外しておりま

す。 

 ヌトリラン医薬販売GmbH、

ヌトリケム・ダイエット医薬

GmbH、インコS.A.、インコ・

インターナショナル・ハンデ

ルスコントアGmbH、アーバン

エステート㈱、㈱コム・テッ

クの６社を連結の範囲に含め

ております。 

 海東エスエス製薬㈱は、当

連結会計年度に株式を売却

し、子会社でなくなったた

め、当期首において連結対象

より除外しております。 

 ㈱エスエスプロモーション

アンドコンサルタント・カン

パニー他非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であり、連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりませんので、連結

の範囲から除外しておりま

す。 

２ 持分法の適用に

関する事項 

 関連会社の同仁医薬化工㈱

１社に対する投資について持

分法を適用しております。 

 ㈱エスエスプロモーション

アンドコンサルタント・カン

パニー他非連結子会社は、中

間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外

しております。 

 持分法適用会社は、中間決

算日が中間連結決算日と異な

っており、当該会社の中間会

計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

 ハンゼファルムGmbH & Co.

KG他非連結子会社は、中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

 前連結会計年度まで持分法

適用関連会社でありました同

仁医薬化工㈱は、当中間連結

会計期間中に全株式を売却し

たため、持分法の適用から除

外しております。 

 関連会社の同仁医薬化工㈱

１社に対する投資について持

分法を適用しております。 

 ㈱エスエスプロモーション

アンドコンサルタント・カン

パニー他非連結子会社は、当

期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外

しております。 

 持分法適用会社は、決算日

が連結決算日と異なってお

り、当該会社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

３ 連結子会社の

（中間）決算日

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。 

同左  連結子会社の決算日が連結

決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 
 （会社名） （中間決算日）   （会社名）    （決算日） 
 ヌトリラン医薬販売

GmbH 
６月30日

ヌトリケム・ダイエ

ット医薬GmbH 
６月30日

インコS.A. ６月30日

インコ・インターナ

ショナル・ハンデル

スコントアGmbH 

６月30日

  ヌトリラン医薬販売

GmbH 
12月31日

ヌトリケム・ダイエ

ット医薬GmbH 
 12月31日

インコS.A. 12月31日

インコ・インターナ

ショナル・ハンデル

スコントアGmbH 

12月31日

  中間連結財務諸表の作成に

あたっては、連結子会社中間

決算日現在の中間財務諸表を

使用し、中間連結決算日との

間に重要な取引が生じた場合

については、連結上必要な調

整を行っております。 

   連結財務諸表の作成にあた

っては、連結子会社決算日現

在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に重要な取引が

生じた場合については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(イ) 重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）

(イ) 重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(イ) 重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 
 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 
 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 （2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

主として先入先出法に

よる原価法 

（2）たな卸資産 

同左 

（2）たな卸資産 

同左 

 商品、原材料 

主として移動平均法に

よる原価法 

  

  

  

  

 貯蔵品 

主として最終仕入原価

法による原価法 

  

  

  

  

 (ロ) 重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

主として定率法 

 ただし、当社の東日本

物流センター・名古屋物

流センターの建物及び立

体自動倉庫設備、並びに

平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設

備を除く）については、

定額法によっておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

(ロ) 重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

(ロ) 重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

 （2）無形固定資産 

定額法 

 耐用年数については、

法人税法に規定する方法

と同一の基準によってお

ります。 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

によっております。 

（2）無形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ハ) 重要な引当金の計上基準

（1）貸倒引当金 

 売掛金等の債権に対する

回収危険に備えるため、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

の特定債権については個別

に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上してお

ります。 

(ハ) 重要な引当金の計上基準

（1）貸倒引当金 

同左 

(ハ) 重要な引当金の計上基準

（1）貸倒引当金 

同左 

 （2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

同左 

 （3）返品調整引当金 

 当社は販売済製品・商品

について中間連結会計期間

末日後に発生が予測される

返品に備えるため、過去の

返品率に基づき、売買利益

及び廃棄損失の見積額を計

上しております。 

（3）返品調整引当金 

 当社は販売済製品・商品

について中間連結会計期間

末日後に発生が予測される

返品に備えるため、過去の

返品率に基づき、売買利益

及び廃棄損失の見積額を計

上しております。 

（3）返品調整引当金 

 当社は販売済製品・商品

について連結会計年度末日

後に発生が予測される返品

に備えるため、過去の返品

率に基づき、売買利益及び

廃棄損失の見積額を計上し

ております。 
 （会計方針の変更） 

 返品調整引当金は、従

来、販売済製品・商品につ

いて中間連結会計期間末日

後に発生が予測される返品

に備えるため、過去の返品

率・売買利益率に基づき計

上しておりましたが、平成

17年４月１日付の医療用医

薬品事業の分割・譲渡によ

りコンシューマーヘルスケ

ア事業に特化した結果、売

上高に与える返品損失の影

響割合が増大していること

を契機に見直しを図り、返

品実態を反映した返品損失

額を計上して期間損益計算

をより適正に行うため、当

中間連結会計期間より廃棄

損失の見積額もあわせて計

上することに変更しており

ます。 

 この結果、従来の方法に

よった場合に比べて当中間

連結会計期間の返品調整引

当金は、251百万円増加

し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益

は251百万円それぞれ減少

しております。 

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。 

────── （会計方針の変更） 

 返品調整引当金は、従

来、販売済製品・商品につ

いて連結会計年度末日後に

発生が予測される返品に備

えるため、過去の返品率・

売買利益率に基づき計上し

ておりましたが、平成17年

４月１日付の医療用医薬品

事業の分割・譲渡によりコ

ンシューマーヘルスケア事

業に特化した結果、売上高

に与える返品損失の影響割

合が増大していることを契

機に見直しを図り、返品実

態を反映した返品損失額を

計上して期間損益計算をよ

り適正に行うため、当連結

会計年度より廃棄損失の見

積額もあわせて計上するこ

とに変更しております。 

 この結果、従来の方法に

よった場合に比べて当連結

会計年度の返品調整引当金

は、247百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は247

百万円それぞれ減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

（4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

 （5）役員退職引当金 

 当社及び連結子会社の一

部は、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に

基づく中間連結会計期間末

要支給額を計上しておりま

す。 

（5）役員退職引当金 

同左 

（5）役員退職引当金 

 当社及び連結子会社の一

部は、役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。

 (ニ) 重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

(ニ) 重要なリース取引の処理

方法 

同左 

(ニ) 重要なリース取引の処理

方法 

同左 

 (ホ) その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており

ます。 

(ホ) その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ホ) その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなって

おります。 



会計方針の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は62,092百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月17日 企業会計基

準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準適用指針第

10号）を適用しております。 

────── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「未払費用」（当中間連結会計期間4,377百万円）につい

ては、負債、少数株主持分及び資本合計の100分の５以下

となったため、当中間連結会計期間より流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払費用」（前中間連結会

計期間4,377百万円）については、負債純資産合計の100

分の５超となったため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「工業所有権収入」（当中間連結会計期間１百万円）に

ついては、営業外収益の100分の10以下となったため、当

中間連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて

表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「賃貸料収入」（当中間連結会計期間８百万円）につい

ては、営業外収益の100分の10以下となったため、当中間

連結会計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  40,025百万円   36,431百万円   39,806百万円

※２ 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

※２ 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

※２ 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

 有形固定資産 2,038百万円

上記に対応する債務の額 

 短期借入金 565百万円

 長期借入金 1,291 

合計 1,856 

 有形固定資産 2,071百万円

上記に対応する債務の額 

 短期借入金 582百万円

 長期借入金 1,201 

合計 1,783 

 有形固定資産 2,058百万円

上記に対応する債務の額 

 短期借入金 489百万円

 長期借入金 1,252 

合計 1,741 

────── ※３ 中間連結会計期間末日満期手形

  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。  

  受取手形   76百万円  

────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の増加株式数58,186株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の減少株式数226,995株は、当中間連結会計期間に持分法の適用から除外された持分法

適用関連会社の自己株式（当社株式）の当社帰属分であります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

        該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

       （1）配当金支払額 

  

       （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となる 

       もの 

        該当事項はありません 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 122,947,364 － － 122,947,364 

合計 122,947,364 － － 122,947,364 

自己株式     

普通株式（注）１、２ 774,465 58,186 226,995 605,656 

合計 774,465 58,186 226,995 605,656 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 3,059 25 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 34,794百万円

有価証券 7,998 

計 42,793 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△30 

現金及び現金同等物 42,763 

現金及び預金勘定 26,636百万円

有価証券 13,791 

計 40,427 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△30 

現金及び現金同等物 40,397 

現金及び預金勘定 28,632百万円

有価証券 14,997 

計 43,629 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△30 

現金及び現金同等物 43,599 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
有形固定
資産 
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,656 736 2,393 

減価償却
累計額相
当額 

1,047 443 1,491 

中間期末
残高相当
額 

608 293 902 

  
有形固定
資産 
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,346 645 1,992

減価償却
累計額相
当額 

921 468 1,389

中間期末
残高相当
額 

425 177 603

有形固定
資産 
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,636 736 2,372

減価償却
累計額相
当額 

1,124 509 1,634

期末残高
相当額 

511 226 738

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 412百万円

１年超 508 

合計 921 

１年内 351百万円

１年超 263 

合計 615 

１年内 372百万円

１年超 381 

合計 753 

（3）支払リース料 253百万円

減価償却費相当額 241 

支払利息相当額 8 

（3）支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 199 

支払利息相当額 5 

（3）支払リース料 477百万円

減価償却費相当額 455 

支払利息相当額 15 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 6百万円

１年超 14 

合計 21 

１年内 5百万円

１年超 10 

合計 16 

１年内 4百万円

１年超 8 

合計 13 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりません。

なお、当該株式の減損にあたっては、当中間連結会計期間末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場

合、及び当中間連結会計期間末、前連結会計年度末、前中間連結会計期間末の３半期末連続して時価が簿価に

比べて30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価

との差額を減損処理することとしております。 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券 

コマーシャル・ペーパー             7,998百万円 

（2）その他有価証券 

非上場株式                    793百万円 

その他                       7 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりません。

なお、当該株式の減損にあたっては、当中間連結会計期間末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場

合、及び当中間連結会計期間末、前連結会計年度末、前中間連結会計期間末の３半期末連続して時価が簿価に

比べて30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価

との差額を減損処理することとしております。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 476 1,037 561 

② 債券 100 99 △0 

合計 576 1,137 560 

区分 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

① 国債・地方債等 999 997 △2 

② 社債 996 995 △1 

合計 1,995 1,992 △3 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 484 990 505 

② 債券 2,000 1,961 △38 

合計 2,484 2,951 466 



３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券 

コマーシャル・ペーパー             13,791百万円 

（2）その他有価証券 

非上場株式                    692百万円 

その他                       7 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりません。 

なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末において時価が簿価に比べて50％以上下落した場合、

及び当連結会計年度末、当中間連結会計期間末、前連結会計年度末の３半期末連続して時価が簿価に比べて

30％以上50％未満下落した場合は著しい下落があったものと判断して、回復可能性を考慮し簿価と時価との差

額を減損処理することとしております。 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

（1）満期保有目的の債券 

コマーシャル・ペーパー             14,997百万円 

（2）その他有価証券 

非上場株式                    803百万円 

その他                       7 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期

間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18

年３月31日）のいずれにおいても該当事項はありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 477 1,258 780 

② 債券 1,500 1,493 △6 

合計 1,977 2,752 774 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日）並びに前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）

について、事業の種類として医薬品の製造・販売を中心とする「医薬品分野」とこれに属さない「その他の分

野」に区分しておりますが、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「医薬品分野」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．「会計処理基準に関する事項」(ハ)重要な引

当金の計上基準（3）「返品調整引当金」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、当社の返品調整引当金について廃棄損失の見積額もあわせて計上することに変更した結果、日本の営業

利益は従来の方法に比べて251百万円減少しております。 

５ 所在地区分の変更 

 前連結会計年度までその他の地域に含めて記載しておりましたドイツの割合が、当中間連結会計期間にお

いて全セグメントの売上高の合計に占める割合の10％を超えているため、区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当中間連結会計期間の所在地区分によった場合の

所在地別セグメント情報は次のとおりであり、またその他の地域はフランス・韓国であります。 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 
（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 25,814 2,628 470 28,913 ― 28,913 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― 688 ― 688 (688) ― 

計 25,814 3,317 470 29,602 (688) 28,913 

営業費用 23,881 3,220 457 27,559 (719) 26,839 

営業利益 1,933 96 12 2,042 31 2,073 



前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

  
日本 

（百万円）
ドイツ 
（百万円）

その他の
地域 

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高             

（1）外部顧客に対する売

上高 
30,110 2,421 526 33,057 ― 33,057 

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
32 719 85 837 (837) ― 

計 30,143 3,140 611 33,894 (837) 33,057 

営業費用 27,943 3,074 612 31,630 (826) 30,804 

営業利益又は営業損失（△） 2,199 65 △0 2,264 (11) 2,253 

  
日本 

（百万円）
ドイツ 
（百万円）

その他の
地域 

（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高             

（1）外部顧客に対する売

上高 
58,413 4,934 1,047 64,395 ― 64,395 

（2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
59 1,325 185 1,570 (1,570) ― 

計 58,472 6,260 1,233 65,965 (1,570) 64,395 

営業費用 53,936 6,335 1,231 61,503 (1,604) 59,898 

営業利益又は営業損失（△） 4,535 △74 1 4,462 33 4,496 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 
（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 22,388 2,904 474 25,766 － 25,766 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 549 － 549 (549) － 

計 22,388 3,453 474 26,316 (549) 25,766 

営業費用 21,392 3,312 473 25,178 (537) 24,641 

営業利益 995 141 0 1,137 (11) 1,125 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……フランス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めるべき配賦不能営業費用はありません。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４「会計処理基準に関する事項」（ハ）重要な引当金

の計上基準（３）「返品調整引当金」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より、当社の

返品調整引当金について廃棄損失の見積額もあわせて計上することに変更した結果、日本の営業利益は従来

の方法に比べて247百万円減少しております。なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

５ 所在地区分の変更 

 前連結会計年度までその他の地域に含めて記載しておりましたドイツの割合が、当連結会計年度において

全セグメントの売上高の合計に占める割合の１０％を超えているため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度において当連結会計年度の所在地区分によった場合の所在地別セグメント情報は次

のとおりであり、またその他の地域はフランス・韓国であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 

（百万円） 

その他の 
地域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 49,779 4,976 846 55,602 － 55,602 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 1,225 － 1,225 (1,225) － 

計 49,779 6,201 846 56,827 (1,225) 55,602 

営業費用 46,339 6,300 873 53,513 (1,260) 52,252 

営業利益又は営業損失（△） 3,440 △98 △27 3,314 34 3,349 

  
日本 

（百万円） 
ドイツ 
（百万円） 

その他の 
地域  

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益             

(1）外部顧客に対する売上高 58,413 4,934 1,047 64,395 － 64,395 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
59 1,325 185 1,570 (1,570) － 

計 58,472 6,260 1,233 65,965 (1,570) 64,395 

営業費用 53,936 6,335 1,231 61,503 (1,604) 59,898 

営業利益又は営業損失

（△） 
4,535 △74 1 4,462 33 4,496 

Ⅱ．資産 98,620 6,206 1,312 106,139 (7,086) 99,052 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

欧州………………ドイツ・フランス 

その他の地域……中国・韓国・台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

４ 海外売上高が当中間連結会計期間において連結売上高の10％を超えているため、海外売上高を記載しており

ます。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

欧州………………ドイツ・フランス 

その他の地域……中国・韓国・台湾・シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

欧州………………ドイツ・フランス 

その他の地域……中国・韓国・台湾・カナダ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高です。 

４ 海外売上高が当連結会計年度において連結売上高の10％を超えているため、当連結会計年度より海外売上高

を記載しております。 

 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 3,098 166 3,265 

Ⅱ 連結売上高     28,913 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.7 0.6 11.3 

 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 3,378 192 3,571 

Ⅱ 連結売上高     25,766 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.1 0.8 13.9 

 
欧州 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 5,822 309 6,131 

Ⅱ 連結売上高     55,602 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.5 0.5 11.0 



（企業結合等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全製造

事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニ

ーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡することを決議

し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとって、本件会社分

割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分割契約の承認を得ず

に行うものであります。 

 また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シミッ

ク・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

  

（１）分割・譲渡先企業の名称、分割した事業の内容、事業分割・譲渡を行った主な理由、事業分割・譲渡日及

  び法的形式を含む事業分割・譲渡の概要 

①分割・譲渡先企業の名称及び事業の内容 

1)分割先企業の名称及び分割した事業の内容 

   名称；シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社 

   事業の内容；富山工場における全製造事業 

 2)譲渡先企業の名称及び事業の内容 

   名称；シミック株式会社 

   事業の内容；医薬品開発受託 

  

②事業分割・譲渡を行った主な理由 

 当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選

択と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療

用医薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランス

シートのスリム化を進めているところです。 

 軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、

さらにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミッ

ク株式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能

性も含め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  

③事業分割・譲渡日 

分割期日                平成18年９月１日 

分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

  

④法的形式を含む事業分割・譲渡の概要 

 当社を分割会社とし、当社の完全子会社であるシミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社を承継会社とする

分社型吸収分割。シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社は、本件分割に際して、普通株式400株を新たに

発行し、その全てを当社に割り当てました。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株式会社

へシミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社の発行済株式の90％を譲渡いたしました。 

 シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び

契約上の地位ならびに同事業にかかる一定の負債を、当社から承継いたしました。 

  

（２）実施した会計処理の概要 

 ①事業譲渡益の額       17百万円 

  

②分割・譲渡した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳  

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

流動資産 45 固定負債 124 

固定資産 2,615     

合計 2,661 合計 124 



（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 542円94銭

１株当たり中間純利益 47円95銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
44円96銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 507円54銭

１株当たり中間純損失 13円11銭

１株当たり純資産額 546円65銭

１株当たり当期純利益 50円17銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
47円34銭

１株当たり中間純利益及び潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定

上の基礎 

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎 

１株当たり当期純利益及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定

上の基礎 

中間連結損益計算

書上の中間純利益 
5,862百万円

普通株式に係る中

間純利益 
5,862百万円

中間連結損益計算

書上の中間純損失 
1,604百万円

普通株式に係る中

間純損失 
1,604百万円

連結損益計算書上

の当期純利益 
6,196百万円

普通株式に係る当

期純利益 
6,131百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 利益処分による役

員賞与金 
64百万円

普通株式の期中平均

株式数 
122,247,176株

普通株式の期中平均

株式数 
122,375,004株

普通株式の期中平均

株式数 
122,221,340株

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた中間純利益調

整額の主要な内訳 

 ――――― 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた当期純利益調

整額の主要な内訳 

支払利息（税額相

当額控除後） 
41百万円

中間純利益調整額 41百万円

 支払利息（税額相

当額控除後） 
83百万円

当期純利益調整額 83百万円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳 

 ――――― 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳 

転換社債（第５回

無担保転換社債） 
9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

 転換社債（第５回

無担保転換社債） 
9,060,883株

普通株式増加数 9,060,883株

 これらの詳細については、第４提

出会社の状況（2）新株予約権等の状

況に記載のとおりであります。 

   これらの詳細については、第５経

理の状況１連結財務諸表（1）連結財

務諸表⑤連結附属明細表の社債明細

表に記載のとおりであります。 

――――― 希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

（転換社債） 

 第５回無担保転換社債（額面金額

9,629百万円） 

 これらの詳細については、第４提

出会社の状況（2）新株予約権等の状

況に記載のとおりであります。 

――――― 

 
 

 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、平成17年12月13日の取締役会において固定資産の譲渡を決議いたしました。 

  

１ 譲渡の理由 

 旧本社ビルは老朽化が激しく、耐震上の問題に加えて修繕維持費も増大していることから、本社事務所を移

転するものであります。 

 なお、平成17年12月１日に本社事務所は住友不動産新赤坂ビル（東京都港区赤坂４-２-６）に一時的に移転

しております。 

 また、平成20年に旧本社所在地（東京都中央区日本橋浜町２-12-４）に建設されるビルに賃貸にて戻る予定

であります。 

  

２ 譲渡資産の内容 

３ 譲渡先の概要等 

 譲渡先及び確定譲渡金額につきましては、12月13日現在、譲渡先の機関決定がなされておりません。 

 また、譲渡した土地に建てられるビルの全室を当社が10年間の定期借家契約により賃借することを、譲渡契

約の中に含める予定であります。 

  

４ 譲渡の日程 

 平成17年12月13日        取締役会決議 

 平成18年５月          売買契約締結（予定） 

５ 来期の損益に与える主な影響 

 旧本社土地・建物譲渡益     1,275百万円（特別利益） 

 現本社ビル賃借料         562百万円 

 旧本社分室賃借料        △108百万円 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

資産の内容及び所在地 帳簿価額 譲渡予定価額 現況 

旧本社土地 

（東京都中央区日本橋浜町） 
4,429百万円 5,700百万円 平成17年12月１日に現本社

ビルへ移転につき、空き室

となっております。 
旧本社建物及び付帯設備 

（東京都中央区日本橋浜町） 
296百万円 300百万円 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（１）当社は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制度としてキャッシュバランスプラ

  ンを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしました。 

   これに伴い退職給付債務は2,728百万円減少し、同額の過去勤務債務が発生しております。なお、当該過

  去勤務債務につきましては、定額法により発生年度より10年で償却いたします。 

   また、廃止いたしました基本プラスα部分（加入員）については、勤続年数に応じて会社からの一時金で

  清算いたしました。 

   平成19年３月期の損益に与える影響額は僅少なため記載しておりません。  

（２）当社は、平成18年４月７日開催の取締役会において、下記のとおりセカンドキャリア支援プログラムを実

  施することを決議いたしました。 

  ① セカンドキャリア支援プログラム実施の理由 

   当社は、収益力の向上と将来に向けての成長性を確保することを目的として、中期経営目標を検討中で 

  す。今般その一環として、社員の自立と将来への選択肢を広げることを視野に入れたセカンドキャリア支援

  プログラムを実施し、自らのライフプランに基づいて転職または自立を図る社員に対して、会社として積極

  的に支援することといたしました。 

  ② セカンドキャリア支援プログラムの概要 

   1) 対象者     平成18年４月１日現在、勤続10年以上且つ年齢満45歳以上の従業員 

   2) 募集人数    100名 

   3) 募集期間    平成18年５月８日から平成18年５月19日まで 

   4) 退職日     平成18年７月15日 

   5) 退職金支給額  会社都合による退職金に加え特別加算金を支給 

   6) 再就職支援   希望者に対して再就職の支援を行う 

  ③ 実施の結果 

   応募者数 141名 

    実施に伴い発生する特別加算退職金34億円は、特別損失として平成19年３月期決算に計上する予定で 

   す。 

（３）平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全

  製造事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・

  カンパニーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡する

  ことを決議し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとっ

  て、本件会社分割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分

  割契約の承認を得ずに行うものであります。 

   また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シ

  ミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

  ① 目的 

   当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選択

  と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療用医

  薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランスシート

  のスリム化を進めているところです。 

   軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、さ

  らにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミック株

  式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能性も含

  め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  ② 分割・譲渡の概要 

   1） 当該分割により当社から営業を承継する会社の概要 

    (ⅰ) 名称；株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニー 

    (ⅱ) 住所；東京都港区赤坂四丁目２番６号 

    (ⅲ) 代表者の氏名；内田 雅巳 

    (ⅳ) 資本金の額；30百万円 

    (ⅴ) 事業の内容；医薬品等製造（休眠中） 



   2） 当該分割の方法 

    当社を分割会社とし、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタン 

   ト・カンパニーを承継会社とする分社型吸収分割。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株

   式会社へ株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーの発行済株式の90％を譲渡

   することを予定しております。 

    3） 会社分割の日程 

    分割契約書の締結承認取締役会      平成18年５月23日 

    分割契約書調印              平成18年５月23日 

    分割期日                平成18年９月１日 

    分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

    4） 株式の割当 

     株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは当社の完全子会社であり、か 

    つ、本件分割は分社型吸収分割であるため、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんの 

    で、本件分割に際し、当社に対する新株の割当は行いません。 

    5） 承継会社が承継する権利義務 

    承継会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び契約上の地位ならびに同事業

    にかかる一定の負債を、当社から承継します。 

    6） 分割・譲渡する事業の内容 

    (ⅰ) 分割・譲渡の範囲 

       富山工場における軟膏、坐剤、歯磨剤の生産、錠剤、カプセル剤の包装仕上げ等の全製造事業。

     (ⅱ) 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31日現在） 

    (ⅲ) 移転従業員 

     平成18年９月１日現在において富山工場に所属し、かつ分割期日前日まで引き続き所属する全て  

    の従業員。  

    7） 譲渡先概要 

     (ⅰ) 名称；シミック株式会社 

     (ⅱ) 住所；東京都品川区西五反田７丁目10番４号 

     (ⅲ) 代表者の氏名；中村 和男 

     (ⅳ) 資本金の額；3,081百万円 

     (ⅴ) 事業の内容；医薬品開発受託 

    8） 譲渡する株数及び譲渡価額 

     (ⅰ) 譲渡する株数；540株(90%) 

     (ⅱ) 譲渡価額；22億円 

        ただし、一部の承継対象資産及び負債について分割期日現在までに生じた重要な増減の金額を加 

      除した上で、本件譲渡価額の調整及び清算を行なうものとします。 

       なお、現時点では、平成19年３月期の損益に与える影響は軽微であると予測しております。 

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

固定資産 2,195 固定負債 128 

合計 2,195 合計 128 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     34,072 26,083   27,675 

２ 受取手形 ※４   909 767   862 

３ 売掛金     13,683 12,729   12,542 

４ 有価証券     7,998 13,791   14,997 

５ たな卸資産     4,013 3,868   4,049 

６ 繰延税金資産     1,149 2,496   1,029 

７ その他     648 532   913 

貸倒引当金     △108 △112   △116 

（流動資産合計）     62,368 61.7 60,156 65.5   61,953 62.1

Ⅱ 固定資産         

（1）有形固定資産 ※１       

１ 建物     10,031 8,851   10,176 

２ 土地     10,143 3,692   9,060 

３ その他     5,988 5,044   5,818 

（有形固定資産合計）     26,163 17,587   25,055 

（2）無形固定資産     475 646   583 

（3）投資その他の資産         

１ 投資有価証券     2,567 6,219   4,190 

２ 繰延税金資産     2,850 3,393   4,288 

３ その他     6,807 3,889   3,847 

貸倒引当金     △68 △92   △81 

（投資その他の資産 
合計） 

    12,156 13,409   12,245 

（固定資産合計）     38,796 38.3 31,643 34.5   37,884 37.9

資産合計     101,164 100.0 91,800 100.0   99,838 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形     1,824 842   1,204 

２ 買掛金     2,696 2,542   2,557 

３ 未払費用     4,229 4,619   4,756 

４ 未払法人税等     3,200 30   2,789 

５ 賞与引当金     1,652 1,371   1,421 

６ 返品調整引当金     752 724   694 

７ その他 ※３   903 3,442   1,482 

（流動負債合計）     15,258 15.1 13,571 14.8   14,906 14.9

Ⅱ 固定負債         

１ 転換社債     9,629 9,629   9,629 

２ 退職給付引当金     7,995 5,209   8,094 

３ 役員退職引当金     130 174   150 

４ その他     44 44   44 

（固定負債合計）     17,799 17.6 15,057 16.4   17,918 18.0

負債合計     33,057 32.7 28,628 31.2   32,824 32.9

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     10,162 10.0 ― ―   10,162 10.2

Ⅱ 資本剰余金            

１ 資本準備金     13,698  ―    13,698  

２ その他資本剰余金     5  ―    5  

（資本剰余金合計）     13,704 13.6 ― ―   13,704 13.7

Ⅲ 利益剰余金            

１ 利益準備金     2,540  ―    2,540  

２ 任意積立金     33,636  ―    33,636  

３ 中間（当期）未処分 
利益 

    8,113  ―    6,930  

（利益剰余金合計）     44,291 43.8 ― ―   43,107 43.2

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

    325 0.3 ― ―   457 0.4

Ⅴ 自己株式     △377 △0.4 ― ―   △419 △0.4

資本合計     68,106 67.3 ― ―   67,013 67.1

負債及び資本合計     101,164 100.0 ― ―   99,838 100.0 

          

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金    ― ―  10,162 11.1  ― ― 

２ 資本剰余金            

（1）資本準備金   ―    13,698    ―    

（2）その他資本剰余金   ―    5    ―    

（資本剰余金合計）    ― ―  13,704 14.9  ― ― 

３ 利益剰余金            

（1）利益準備金   ―    2,540    ―    

（2）その他利益剰余金            

固定資産圧縮積立金   ―    102    ―    

別途積立金   ―    33,202    ―    

繰越利益剰余金   ―    3,644    ―    

（利益剰余金合計）    ― ―  39,489 43.0  ― ― 

４ 自己株式    ― ―  △460 △0.5  ― ― 

（株主資本合計）    ― ―  62,895 68.5  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等            

その他有価証券評価 
差額金 

   ― ―  275 0.3  ― ― 

（評価・換算差額等合計）    ― ―  275 0.3  ― ― 

純資産合計    ― ―  63,171 68.8  ― ― 

負債純資産合計    ― ―  91,800 100.0  ― ― 

             



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     25,808 100.0 22,378 100.0   49,766 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,680 33.6 7,390 33.0   16,707 33.6

売上総利益     17,128 66.4 14,987 67.0   33,058 66.4

返品調整引当金 
繰入額 

    214 0.9 30 0.2   156 0.3

差引売上総利益     16,914 65.5 14,957 66.8   32,902 66.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     14,967 58.0 13,967 62.4   29,450 59.2

営業利益     1,947 7.5 990 4.4   3,452 6.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   130 0.5 468 2.1   313 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   169 0.6 84 0.4   233 0.4

経常利益     1,907 7.4 1,374 6.1   3,531 7.1

Ⅵ 特別利益 ※３   7,739 30.0 2,327 10.4   7,409 14.9

Ⅶ 特別損失 ※４   669 2.6 4,631 20.7   4,131 8.3

税引前中間（当期）純 
利益又は純損失（△） 

    8,978 34.8 △929 △4.2   6,809 13.7

法人税、住民税及び 
事業税 

  3,059 20 3,483   

法人税等調整額   480 3,539 13.7 △446 △426 △1.9 △928 2,554 5.1

中間（当期）純利益 
又は純損失（△） 

    5,438 21.1 △503 △2.3   4,255 8.6

前期繰越利益     2,675 ―   2,675 

中間（当期）未処分 
利益 

    8,113 ―   6,930 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

固定資産
圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 

（百万円）
10,162 13,698 5 13,704 2,540 434 33,202 6,930 43,107 △419 66,555 

中間会計期間中の変動額            

固定資産圧縮積立金の 

取崩し（注） （百万円) 
          △323   323 ―   ― 

経理処理による固定資産 

圧縮積立金の取崩し 

（百万円）

          △9   9 ―   ― 

剰余金の配当（注） 

（百万円）
              △3,059 △3,059   △3,059 

役員賞与（注） （百万円）               △55 △55   △55 

中間純損失 （百万円）               △503 △503   △503 

自己株式の取得 （百万円）                   △41 △41 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） （百万円）

                      

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
― ― ― ― ― △332 ― △3,285 △3,618 △41 △3,660 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
10,162 13,698 5 13,704 2,540 102 33,202 3,644 39,489 △460 62,895 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円）
457 457 67,013 

中間会計期間中の変動額    

固定資産圧縮積立金の 

取崩し（注） （百万円) 
    ― 

経理処理による固定資産 

圧縮積立金の取崩し 

（百万円）

    ― 

剰余金の配当（注） 

（百万円）
    △3,059 

役員賞与（注） （百万円）     △55 

中間純損失 （百万円）     △503 

自己株式の取得 （百万円）     △41 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） （百万円）

△182 △182 △182 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△182 △182 △3,842 

平成18年９月30日残高 

（百万円）
275 275 63,171 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの 

同左 

（2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

先入先出法による原価法 

（2）たな卸資産 

同左 

  

（2）たな卸資産 

同左 

  

商品、原材料 

移動平均法による原価法 

  

  

  

  

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、東日本物流センター・

名古屋物流センターの建物及び立

体自動倉庫設備、並びに平成10年

４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

定額法 

 耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

（2）無形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 売掛金等の債権に対する回収危

険に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

同左 

（3）返品調整引当金 

 販売済製品・商品について中間

会計期間末日後に発生が予測され

る返品に備えるため、過去の返品

率に基づき、売買利益及び廃棄損

失の見積額を計上しております。 

（3）返品調整引当金 

 販売済製品・商品について中間

会計期間末日後に発生が予測され

る返品に備えるため、過去の返品

率に基づき、売買利益及び廃棄損

失の見積額を計上しております。

（3）返品調整引当金 

 販売済製品・商品について期末

日後に発生が予測される返品に備

えるため、過去の返品率に基づ

き、売買利益及び廃棄損失の見積

額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 返品調整引当金は、従来、販売

済製品・商品について中間会計期

間末日後に発生が予測される返品

に備えるため、過去の返品率・売

買利益率に基づき計上しておりま

したが、平成17年４月１日付の医

療用医薬品事業の分割・譲渡によ

りコンシューマーヘルスケア事業

に特化した結果、売上高に与える

返品損失の影響割合が増大してい

ることを契機に見直しを図り、返

品実態を反映した返品損失額を計

上して期間損益計算をより適正に

行うため、当中間会計期間より廃

棄損失の見積額もあわせて計上す

ることに変更しております。 

 この結果、従来の方法によった

場合に比べて当中間会計期間の返

品調整引当金は、251百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は251百万円それぞ

れ減少しております。 

────── （会計方針の変更） 

 返品調整引当金は、従来、販売

済製品・商品について期末日後に

発生が予測される返品に備えるた

め、過去の返品率・売買利益率に

基づき計上しておりましたが、平

成17年４月１日付の医療用医薬品

事業の分割・譲渡によりコンシュ

ーマーヘルスケア事業に特化した

結果、売上高に与える返品損失の

影響割合が増大していることを契

機に見直しを図り、返品実態を反

映した返品損失額を計上して期間

損益計算をより適正に行うため、

当期より廃棄損失の見積額もあわ

せて計上することに変更しており

ます。 

 この結果、従来の方法によった

場合に比べて当期の返品調整引当

金は、247百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益は247百万円それぞれ減少して

おります。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

（4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期から費用処理

することとしております。 

（5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

（5）役員退職引当金 

同左 

（5）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は63,171百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── 

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月17日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  36,018百万円   31,778百万円   35,541百万円

２ 偶発債務について 

次のとおり債務の連帯保証を行

っております。 

２ 偶発債務について 

次のとおり債務の連帯保証を行

っております。 

２ 偶発債務について 

次のとおり債務の連帯保証を行

っております。 

ヌトリケム・ 

ダイエット 

医薬GmbH 

（銀行借入） 

836百万円

ヌトリケム・ 

ダイエット 

医薬GmbH 

（銀行借入） 

920百万円

ヌトリケム・ 

ダイエット 

医薬GmbH 

（銀行借入） 

877百万円

※３ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」と「仮受消費

税等」は相殺のうえ、63百万円を

流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」と「仮受消費

税等」は相殺のうえ、108百万円

を流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

────── 

────── ※４ 中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。    

 受取手形   76百万円  

────── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

      自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加株式数58,186株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 20百万円

受取配当金 40 

賃貸料収入 14 

受取利息 62百万円

受取配当金 279 

為替差益 68 

受取利息 61百万円

受取配当金 48 

為替差益 31 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 0百万円

社債利息 67 

たな卸資産 

評価損 
56 

為替差損 32 

支払利息 0百万円

社債利息 67 

支払利息 0百万円

社債利息 134 

たな卸資産 

評価損 
63 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

医療用医薬品 

事業譲渡益 
7,739百万円

旧本社譲渡益 1,249百万円

関係会社株式 

売却益 
978 

富山工場事業 

譲渡益 
17 

医療用医薬品 

事業譲渡益 
7,409百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式 

売却損 
585百万円

固定資産除却 

売却損 
22 

退職加算金等 3,404百万円

過年度研究費 882 

投資有価証券 

評価損 
326 

関係会社出資金

評価損 
3,142百万円

関係会社株式 

売却損 
585 

本社移転費用 175 

固定資産除却 

売却損 
166 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,039百万円

無形固定資産 64 

有形固定資産 1,001百万円

無形固定資産 76 

有形固定資産 2,151百万円

無形固定資産 132 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 547,470 58,186 － 605,656 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年９月30日）、当中間会計期間（平成18年９月30日）及び前事業年度（平成18年３

月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

有形固定
資産 
「その他」 
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,656 736 2,393 

減価償却
累計額 
相当額 

1,047 443 1,491 

中間期末
残高 
相当額 

608 293 902 

  

有形固定
資産 
「その他」
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円)

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,346 645 1,992

減価償却
累計額 
相当額 

921 468 1,389

中間期末
残高 
相当額 

425 177 603

有形固定
資産 
「その他」 
(百万円) 

無形固定
資産 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

1,636 736 2,372

減価償却
累計額 
相当額 

1,124 509 1,634

期末残高
相当額 

511 226 738

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 412百万円

１年超 508 

合計 921 

１年内 351百万円

１年超 263 

合計 615 

１年内 372百万円

１年超 381 

合計 753 

（3）支払リース料 253百万円

減価償却費 

相当額 
241 

支払利息相当額 8 

（3）支払リース料 208百万円

減価償却費 

相当額 
199 

支払利息相当額 5 

（3）支払リース料 477百万円

減価償却費 

相当額 
455 

支払利息相当額 15 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 6百万円

１年超 14 

合計 21 

１年内 5百万円

１年超 10 

合計 16 

１年内 4百万円

１年超 8 

合計 13 



（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全製造

事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニ

ーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡することを決議

し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとって、本件会社分

割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分割契約の承認を得ず

に行うものであります。 

 また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シミッ

ク・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

  

（１）分割・譲渡先企業の名称、分割した事業の内容、事業分割・譲渡を行った主な理由、事業分割・譲渡日及

  び法的形式を含む事業分割・譲渡の概要 

①分割・譲渡先企業の名称及び事業の内容 

1)分割先企業の名称及び分割した事業の内容 

   名称；シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社 

   事業の内容；富山工場における全製造事業 

 2)譲渡先企業の名称及び事業の内容 

   名称；シミック株式会社 

   事業の内容；医薬品開発受託 

  

②事業分割・譲渡を行った主な理由 

 当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選

択と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療

用医薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランス

シートのスリム化を進めているところです。 

 軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、

さらにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミッ

ク株式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能

性も含め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  

③事業分割・譲渡日 

分割期日                平成18年９月１日 

分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

  

④法的形式を含む事業分割・譲渡の概要 

 当社を分割会社とし、当社の完全子会社であるシミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社を承継会社とする

分社型吸収分割。シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社は、本件分割に際して、普通株式400株を新たに

発行し、その全てを当社に割り当てました。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株式会社

へシミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社の発行済株式の90％を譲渡いたしました。 

 シミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び

契約上の地位ならびに同事業にかかる一定の負債を、当社から承継いたしました。 

  

（２）実施した会計処理の概要 

 ①事業譲渡益の額       17百万円 

  

②分割・譲渡した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳  

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

流動資産 45 固定負債 124 

固定資産 2,615     

合計 2,661 合計 124 



（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、平成17年12月13日の取締役会において固定資産の譲渡を決議いたしました。 

１ 譲渡の理由 

 旧本社ビルは老朽化が激しく、耐震上の問題に加えて修繕維持費も増大していることから、本社事務所を

移転するものであります。 

 なお、平成17年12月１日に本社事務所は住友不動産新赤坂ビル（東京都港区赤坂４－２－６）に一時的に

移転しております。 

 また、平成20年に旧本社所在地（東京都中央区日本橋浜町２－12－４）に建設されるビルに賃貸にて戻る

予定であります。 

２ 譲渡資産の内容 

３ 譲渡先の概要等 

 譲渡先及び確定譲渡金額につきましては、12月13日現在、譲渡先の機関決定がなされておりません。 

 また、譲渡した土地に建てられるビルの全室を当社が10年間の定期借家契約により賃借することを、譲渡

契約の中に含める予定であります。 

４ 譲渡の日程 

平成17年12月13日    取締役会決議 

平成18年５月      売買契約締結（予定） 

５ 来期の損益に与える主な影響 

旧本社土地・建物譲渡益   1,275百万円（特別利益） 

現本社ビル賃借料       562百万円 

旧本社分室賃借料      △108百万円 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

資産の内容及び所在地 帳簿価額 譲渡予定価額 現況 

旧本社土地 

（東京都中央区日本橋浜町） 
4,429百万円 5,700百万円 平成17年12月１日に現本社

ビルへ移転につき、空き室

となっております。 
旧本社建物及び付帯設備 

（東京都中央区日本橋浜町） 
296百万円 300百万円 



前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（１）当社は、平成18年４月１日付で退職金、年金制度を変更し、企業年金制度としてキャッシュバランスプラ

  ンを導入すると同時に、基本プラスα部分（加入員）を廃止いたしました。 

   これに伴い退職給付債務は2,728百万円減少し、同額の過去勤務債務が発生しております。なお、当該過

  去勤務債務につきましては、定額法により発生年度より10年で償却いたします。 

   また、廃止いたしました基本プラスα部分（加入員）については、勤続年数に応じて会社からの一時金で

  清算いたしました。 

   平成19年３月期の損益に与える影響額は僅少なため記載しておりません。  

  

（２）当社は、平成18年４月７日開催の取締役会において、下記のとおりセカンドキャリア支援プログラムを実

  施することを決議いたしました。 

  ① セカンドキャリア支援プログラム実施の理由 

   当社は、収益力の向上と将来に向けての成長性を確保することを目的として、中期経営目標を検討中で 

  す。今般その一環として、社員の自立と将来への選択肢を広げることを視野に入れたセカンドキャリア支援

  プログラムを実施し、自らのライフプランに基づいて転職または自立を図る社員に対して、会社として積極

  的に支援することといたしました。 

  ② セカンドキャリア支援プログラムの概要 

   1) 対象者     平成18年４月１日現在、勤続10年以上且つ年齢満45歳以上の従業員 

   2) 募集人数    100名 

   3) 募集期間    平成18年５月８日から平成18年５月19日まで 

   4) 退職日     平成18年７月15日 

   5) 退職金支給額  会社都合による退職金に加え特別加算金を支給 

   6) 再就職支援   希望者に対して再就職の支援を行う 

  ③ 実施の結果 

   応募者数 141名 

     

    実施に伴い発生する特別加算退職金34億円は、特別損失として平成19年３月期決算に計上する予定で 

   す。 

  

（３）平成18年５月23日開催の当社取締役会において、当社は平成18年９月１日を期して、富山工場における全

  製造事業を会社分割し、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・

  カンパニーに承継すること及び同日付において承継会社の発行済株式の90％をシミック株式会社に譲渡する

  ことを決議し、同日、同社との間で株式売買契約書を締結いたしました。なお、分割会社である当社にとっ

  て、本件会社分割は会社法第784条3項の簡易吸収分割の要件を充足するものであるため、株主総会による分

  割契約の承認を得ずに行うものであります。 

   また、株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは平成18年５月30日付で、シ

  ミック・エスエス・ＣＭＯ株式会社へ商号変更いたしました。 

  ① 目的 

   当社は、一般用医薬品を中心とするコンシューマーへルスケア関連事業に経営資源を集中投下する「選択

  と集中」、「専門性と競争力強化」が中長期的視点からきわめて重要と考え、平成17年４月１日の医療用医

  薬品事業の分割・譲渡を始め、子会社の清算及び売却、並びに未使用不動産の売却等によるバランスシート

  のスリム化を進めているところです。 

   軟膏や坐薬製剤を中心とする富山工場事業は、生産の約半分を医療用医薬品が占めることから、今般、さ

  らにこの方針を進めるべく、当社は軟膏・坐薬製剤を中心とする富山工場事業を分離し、これをシミック株

  式会社に譲渡移転することといたしました。この選択は、本事業を適正に承継し更に発展させる可能性も含

  め、譲渡先としてシミック株式会社が最適と判断したことによります。 

  

  ② 分割・譲渡の概要 

   1） 当該分割により当社から営業を承継する会社の概要 

    (ⅰ) 名称；株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニー 

    (ⅱ) 住所；東京都港区赤坂四丁目２番６号 

    (ⅲ) 代表者の氏名；内田 雅巳 

    (ⅳ) 資本金の額；30百万円 

    (ⅴ) 事業の内容；医薬品等製造（休眠中） 



   2） 当該分割の方法 

    当社を分割会社とし、当社の完全子会社である株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタン 

   ト・カンパニーを承継会社とする分社型吸収分割。なお、かかる分割の後、分割期日と同日にシミック株

   式会社へ株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーの発行済株式の90％を譲渡

   することを予定しております。 

    3） 会社分割の日程 

    分割契約書の締結承認取締役会      平成18年５月23日 

    分割契約書調印              平成18年５月23日 

    分割期日                平成18年９月１日 

    分割後承継会社株式譲渡日        平成18年９月１日 

    4） 株式の割当 

     株式会社エスエスプロモーションアンドコンサルタント・カンパニーは当社の完全子会社であり、か 

    つ、本件分割は分社型吸収分割であるため、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんの 

    で、本件分割に際し、当社に対する新株の割当は行いません。 

    5） 承継会社が承継する権利義務 

    承継会社は、分割期日において本件分割の対象事業のみにかかる資産及び契約上の地位ならびに同事業

    にかかる一定の負債を、当社から承継します。 

    6） 分割・譲渡する事業の内容 

    (ⅰ) 分割・譲渡の範囲 

       富山工場における軟膏、坐剤、歯磨剤の生産、錠剤、カプセル剤の包装仕上げ等の全製造事業。

  

     (ⅱ) 分割・譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年３月31日現在） 

  

    (ⅲ) 移転従業員 

     平成18年９月１日現在において富山工場に所属し、かつ分割期日前日まで引き続き所属する全て  

    の従業員。  

  

    7） 譲渡先概要 

     (ⅰ) 名称；シミック株式会社 

     (ⅱ) 住所；東京都品川区西五反田７丁目10番４号 

     (ⅲ) 代表者の氏名；中村 和男 

     (ⅳ) 資本金の額；3,081百万円 

     (ⅴ) 事業の内容；医薬品開発受託 

   

    8） 譲渡する株数及び譲渡価額 

     (ⅰ) 譲渡する株数；540株(90%) 

     (ⅱ) 譲渡価額；22億円 

        ただし、一部の承継対象資産及び負債について分割期日現在までに生じた重要な増減の金額を加 

      除した上で、本件譲渡価額の調整及び清算を行なうものとします。 

       なお、現時点では、平成19年３月期の損益に与える影響は軽微であると予測しております。 

資産 負債 

項目 帳簿価額（百万円） 項目 帳簿価額（百万円） 

固定資産 2,195 固定負債 128 

合計 2,195 合計 128 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第79期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、エスエス製薬株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 
  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（ハ）重要な引当金の計上基準（３）返品

調整引当金に記載されているとおり、会社は従来、販売済製品・商品について期末日後に発生が予測される返品に備えるため、過

去の返品率・売買利益率に基づき計上していたが、過去の返品率に基づき、売買利益及び廃棄損失の見積額を計上することに変更

した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日の取締役会において固定資産の譲渡を決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

 平成18年12月22日 

エスエス製薬株式会社  

 取 締 役 会 御 中 

 あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山 本 昌 弘 

 業務執行社員  公認会計士 田 邊 晴 康 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエ

ス製薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エスエス製薬株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

エ ス エ ス 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエス製薬株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、エスエ

ス製薬株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

１．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項３．引当金の計上基準（３）返品調整引当金に記載されているとおり、会社は従来、

販売済製品・商品について期末日後に発生が予測される返品に備えるため、過去の返品率・売買利益率に基づき計上していたが、

過去の返品率に基づき、売買利益及び廃棄損失の見込額を計上することに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日の取締役会において固定資産の譲渡を決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 本 昌 弘 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

 平成18年12月22日 

エスエス製薬株式会社  

 取 締 役 会 御 中 

 あ ら た 監 査 法 人 

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山 本 昌 弘 

 業務執行社員  公認会計士 田 邊 晴 康 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエスエ

ス製薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エスエス製薬株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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